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の本格的な近代化の歩みは. いわゆる 「公正会計処理基準」 を定めた法人税法第22条第4項の規
定の創設 (lIa和42年) によって, ひとっの頂点をむかえた l )。 その後の税務会計の発展は, 税法
の断片的整備を意味する改正がっづいた時期をへて.平成l0年(l998年)以降の変革期をむかえる。
本稿では. この期間を 「税務会計の展開期」 と 「税務会計の変革期」 とに. とりあえず区分し
たうえで. それぞれの期間に実施された法人税改正の動向を. 課税所得計算の変選を中心として
整理し. かっ. 論者の批判等を手がかりに. 税務会計の針路のゆらぎを指摘する。
2 税務会計の展開期一昭和42年 (1967年) ̃平成9年 (1997年) -

















法人税基本通達の前文(「法人税基本通達の制定について」) に お い て. 「企業会計慣行


















た (ただし. 資本金l.000万円以下の法人にっいては年400万円. 資本金l.000万円超5.000
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のように. 間題をはらんだものも存在した 3 )。 しかし, 上記の改正の多くは, 税法の断片的整備
を意味するものであり . それらの改正をっうじて. 税務会計の近代化は着実に進展した。その点
で. この時期は, 近代税務会計の展開期と呼んでよいだろう。 ちなみに, この展開期は. 平成l0
年の法人税法改正によって抜本改正が実施されるまでの間, 30年余の長きにわたってっづいた。
3 税務会計の変革期一平成10年 (1998年) ̃現在一
3. 1 「抜本的税制改正」 と平成10年の法人税改正
と こ ろ で. 平成l0年の法人税改正は, 昭和6l年l0月に税制調査会から発表された 「税制の抜本
的見直しにっいての答申」 (税制調査会 [l986]) の基本とされた 「課税ペー スを拡大しっっ税率




実際. 『税制の抜本的見直しにっいての答申」 は. 上記の構想に立脚して. 法人税率の引き下
げと同時に, 貸倒引当金, 退職給与引当金. 賞与引当金等の大幅な見直しによる課税ペー スの拡
大を提言したが. そうした見直しにむけて. 税制調査会が本格的な検討作業を開始したのは. 平
成7年 (l995年) になってからのことだった。 その間に発表された税制調査会の答申は. 法人課
税の改革にっいて. 「課税ペー スを拡大しっつ税率を引き下げる」 との基本構想を確認するにと
どまり . 法人税の課税ペー ス見直しのための具体的検討を先送りした。
いずれにしても. 税制調査会は. 平成7年10月にいたり . 「法人課税小委員会」 を設置し. 法
人税の課税ベー ス拡大を目的とした, 本格的な調査・研究活動を開始した。平成l0年の法人税改
正は. こうした経緯のもとに設置された 「法人課税小委員会」 の活動の成果を集約した 「法人課
税小委員会報告」 をもとに立案され, 実施されたものであった。
3 . 2  転換点としての 「法人課税小委員会報告」
「法人課税小委員会報告」 は. 課税ベー スの見直しの1一視点」 として. 下記の7項目をあげて
いる ' l l。
( i )  費用又は収益の計上時期の適正化
( i i )  保守的な会計処理の抑制
( iii ) 会計処理の選択制の抑制・統一化
( i v )  債務確定主義の徹底
( v ) 経費概念の厳格化
(v i )  租税特別措置等の一層の整理合理化等
(vii) 国際課税の整備
上記のような 「視点」 にたった課税ベー スの見直しは, 法人税の抜本的な見直しを意味するだ
けに. 「法人課税小委員会」 の検討の範囲は. 税法と企業会計との関係にも及んでいる。「法人課
税小委員会」 は, この点について, つぎのような注目すべき見解を表明している 5 )。
法人課税の課税ペー スの見直しの検討に当たっては, 税法と商法 ・ 企業会計原則との関係にも及ぶ必
要がある。 一一
法人の課税所得計算においては. これまで. 商法・企業会計原則との調和が図られてきた。 これは.
課税所得はその期に企業が稼得した利益の額を基礎とする基本的な考え方に加えて. 企業の内部取引に
経理基準を課すことによって恣意性を排除する考え方. さらには財務請表を続一 し. 会計処理の煩雑さ
を解消するという考え方に立脚するものであった。 こうした点は. 基本的に評価されるべきものと考え
るo
しかし. 税法. 商法. 企業会計原則は,それぞれ国有の目的と機能を持つてぃる。すなわち. 企業の
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会計には. 財産・持分をめぐる株主. 債構者等の利害関係者間の 「利害調整機能」 と. 関係者に企業の
財政状態と経営成裁を開示するための 「悄報提供機能」 の二つの機能がある。商法会計は. 株主及び会
社債構者と利益の保護を目的として利書調整と情報提供の二つの機能を有しており.証券取引法会計は.
投資者の保護のための情報提供機能を有している。
一方. 税法は. 税負担の公平. 税制の経済に対する中立性の確保等をその立法の基本的な考え方とし.
適正な課税の実現のため. 国と納税者の関係を律している。 したがって. 税法において. 通正な課税の
実現とぃう税法同有の考え方から. 商法・企業会計原則と異なった取扱いを行う場合があることは当然
であるo …・・・






基本としっつも. 適正な課税を行う観点から. 必要に応じ. 商法・企業会計原則における会計処理と異
なった取般いとすることが適切と考える。
なお,この点に関して. 商法・企業会計原則における保守主義や費用収益対応の考え方は. 税法にお
いても最大限尊重されるべきであり . 今後も. 商法・企業会計原則と税法との調和を継持していくぺき
であるとの意見があった。
一方. 法人税法で求めている所定の経理要件によって企業の会計がl1liめられている面があるので, 企
業の健全性, 国際性を阻害しなぃためにも, 中長期的には. 経理要件を級和し. 申告調整の範囲を拡大
する方向で検討すべきであるとの意見があった。
「法人課税小委員会」 は. こ こ で, 税法の方向転換を表明している。 すなわち. 「法人課税小
委員会」 によれば. 税法. 商法. 企業会計原則は, それぞれ固有の目的と機能を有している以上,
税法において. 適正な課税の実現とぃ う税法固有の見地から, 商法・企業会計原則と異なった取
り扱いを行う場合があるのは当然のことである。 しかも. 現行税法が商法・企業会計原則におけ
る会計処理の保守主義や選択制を容認している結果として, 企業間の税負担の格差や課税所得計
算の歪みがもたらされていることは. 「法人課税小委員会」 にとって, 看過しがたい事実なので
あ る 6 l。 か く し て. 「法人課税小委員会」 は. 税法と企業会計との調整を重視する伝統的見解を
踏襲せず, それを. 参考意見のひとっとして掲載するにとどめている。
3.3 「法人課税小委員会報告」 の提言と近年の法人税改正























































































平成1l年改正によって設けられた株式交換 ・ 株式移転に係る課税の特例 (旧租税特別措置法第




平成l2年の一連の改正は. 金融商品会計基準等の設定に伴つて実施されたものであった l l '。 ま
ず. 有価証券の讓渡損益の計算と計上時期の変更ならびに時価法の導入による有価証券の評価方
法の変更にっいては. 有価証券の讓渡損益の計算規定と期末の評価規定を別途規定 (法人税法第
6 l条の3) し. 讓渡損益については約定日基準とする一方で. 期末評価の方法として売買目的有
価証券に時価法を採用した l2)。つぎに. デ リ バ テ ィ ブ ・ へ ツジ取引については. 規定(法人税法
第6l条の5. 同法第6l条の6 . 同法6l条の7) を新たに設け, 法人が期末に有する未決済のデ リ
バティブ取引にっいて. 期末に決済をしたものとみなして計算した利益または損失を, 益金また
は損金に算入すること . また. 資産・負債の価額変動等による損失を減少させるために行つたデ
リバティブ取引等のうち, 一定の要件を満たすものについては I3), みなし決済による利益または
損失の計上を繰り延べる等の. いわゆるへ ツ ジ処理をおこなうこととした。 さ ら に, 外貨建取引
等の換算にっいても,規定(法人税法第6l条の8 , 同法第6l条の9 , 同法第6l条のl0)を新た
に設け. 長期外貨建債椎債務にっいては. 取得時の為替相場にくゎえ. 期末の為替相場による換
算を認めることとした。 これらの一連の改正の内容は, 金融商品会計基準等の取り扱いとほぼ;t:





されたものであるが, その特色は. 組織再編成を, 税法上の要件にしたがって. いわゆる 「適格






















さ れ よ う。新株予約権(ストック・オプション)を対価とする費用の帰属事業年度の特例(法人
税法第54条) では.法人が個人からうける役務提供の対価として新株予約権を発行した場合には.
その個人において給与等課税事由が生じた日に. その役務提供をうけたものとすることとされた。







却率の2.5倍とし. 特定事業年度以降は残存年数による均等償却に切り替えて l8). l円まで償却






定してはいない l 9)。 結局のところ. 平成l0年の法人税改正でもたらされた企業会計と税法の乖離
は. その後も修正されることなく . こんにちの税制に引き継がれている。
4 新たな税法批判の登場
と こ ろ で, 転換点と しての 「法人課税小委員会報告」 ならびに平成l0年の法人税改正に対する
論者の評価は. けっして一様ではない。 たとえば. 「法人課税小委員会」 の専門委員のひとりで
もあった平川氏は. その意義を. つぎのように指摘する2o)。
商法会計が目指しているデイ スクロージャーとぃ う領域と . 課税所得概念を確立する税法というのは.
調和を図ることは大変必要なことであるけれども. 同時に目的性が大きく通つておりますので. そこに
今回. 多少思い切つた距離を置いたとぃうことに大きな意味合いがあるのではなぃかと思います。 その
意味においては. 税法が初めてひとり 1lji・きをこれからするという思想の転換があると1l1liいます。 今まで
は商法会計によりかかっていたのが. ひとり歩きをする時代を迎えたことに意義を見出していただけれ
ば大変華いに思います。
平川氏は. ここで, 現行税法の確定决算主義の放棄を支持する立場にたって. 近年における税
法の方向転換の意義を指摘している。 同氏の見解によれば, そうした税法の方向転換は. 税法の
「思想の転換」 にほかならず, 「法人課税小委員会報告」 は. 税法の 「思想の転換点」 に位置し
ていることになる。




また. 武l]ll昌輸教授は. 「税法が基本的な課税所得算定の基本と して. 公正処理基準に従つて
計算するとぃ うことが明らかにされていることの根拠は. 資本を侵触、しないという基本原則を述
べたものとして重視されるべきである。」 22) との見解をもとに. つぎのような 「法人課税小委員
会報告」 批判を展開するa )。
l 0
最近においては. 課税所得算定の独自性の主張がなされている。 主と して. 法人課税小委員会報 11liに
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現れている i二張である., この1識'11111自体が. 法人税率を引き下げることを前提と して. 操税ペー スの拡大
を図るとぃう動機そのものがイ、純なものであり . も と も と が. このようなパイァスの下でのii張である
から. 一つの課税技術論としての価 filiは有しているものの. 本来の純粋な1標税所得論の立場からは. 取
るに足らない内容のものであるとぃえる。
居林教授の批判は. 税法と企業会計との重大な乖離をもたらした平成l0年の法人税改正のあり
方にむけられたものであるのに対して. 武田昌補教授の批判は. 「課税ペー スを拡大しっつ税率
を下げる」 との 「法人課税小委員会報告」 の改革構想の問題点を指描したものとなっている。
一方. 品川教授は. 「法人課税小委員会」 の審議手法に注国し. その間題点をっぎのように指
摘している2 l'c
-一この f存識会l 「法人,l果税小委員会」 の こ と  : 高橋注1については2つの間題点があったのではない
かと思います。
最初の間題点は. '相推に 「税収の中立」 とぃう編を被せたことです‘,もう lつは. 企業会計との関係
です。 従来. 法人税の,操税所得の間題等にっいては. 昭和30年代から40年代にかけて検在tがなされてき
ましたが. ◆として企業会計との調整論識が非常に熱心に識論されて税制改準が多くなされてきたわけ
です。 しかし. 今回は. 企業会計の関係者が小委員会にほとんど見当たりません。 いわば般初から企業
会計との調整を無税して新たな,操税所得. いわゆる課税ペー スの拡大を意図したものと見受けられます。
最初の間題点の税収の l l;、t'.性の laj題も. 同際悄勢の中で税率を引下げざるをえなぃことは. だれもが
命題として理解 してぃるわけで. 結lni税率の引下げを担保するために 1操税ペー スを拡大したいとぃう 意
図 が. 「税収の中 .、1l1」 と ぃ う件をはめたものと推測できるわけです。 いずれにしても. こ う ぃ う件のは
めかた事態は. そもそも法人税の税率であるとか. 課税所得がどうあるべきかとぃうことにっいて. 根
本的な検討にいわばil1初から水を差したとぃえます。
品川教授の見解によれば. 「法人課税小委員会」 の審議は. 「税収の中立」 と 「企業会計との調
整の無視」 と ぃ う ふ たっの前提を置いた結果として. 不成功に終わっている。 ちなみに. 「法人
課税小委員会報告」 は, つぎのような見解を示して. 「税収中立」 を課税ペー ス見直しの前提と
することを明示している一')。
現在の厳しぃ!ll 政状況の ドで. 税収中立を前提と して. 課税ペー スを点検した納果. その拡大の余地
があるならば. 法人税の基本税率を引き下げ. 他の主要先進語国itみに近付けることが'lllましぃ。
こ こ で. 課税ペー ス見直しの日的は. 法人税率の引き下げを実質的に担保することにあり. 課
税所得概念の見直しにはなぃ。




ですでに指摘したように, 税法の方向転換を表明している。 しかしながら. 現行法人税において
採用されている確定決算主義見直しの視点は, 「法人課税小委員会報告」 をっう じ て. まったく
あきらかにされていない。
いずれにしても, 「法人課税小委員会報告」 は. 課税所得概念の見直しや確定決算基準の見直
しといった基本的事項にっいての本格的な検討を初上げにして, 課税ベー ス拡大のための検討を
先行させている。 「法人課税小委員会報告」 のこうした方法論上の間題にっいて, 品川教授はっ
ぎのように述べている26)。
現行の確定決算基準を全う しようとぃうのであれば. 企業利益との調整もそれなりに必要になってく
るわけですし. ア メ リ カ の よ う に. 企業利益と課税所得とは別な計算をするとぃうのであれば, 潔く確
定决算基準を放集すればよいだけの話です。 その辺の哲学というか. どちらを優先させせるべきかにっ
いて. 今回の税制改革の論議の中では必ずしも明らかではなかったのではなかろうかと思います。
品川教授は. こ こ で. 近年における税法の方向転換の根拠を間題と している。 同教授によれば.
近年における税法の方向転換は. 現行法人税法の確定決算主義の見直しを伴つていないという意




以上の検討では. いわゆる 「公正会計処理基準」 の誕生をみた昭和42年以降の法人税改正の動
向を. 筆者なりの時代区分にもとづいて整理し, つづいて. 近年の法人税改正によせられている
批判等を紹介した。
筆者の見解によれば. 昭和42年以降の税務会計の発展は. 30年以上の長きにわたる 「展開期」
をへて. 平成l0年以降の 「変革期」 をむかえ,こんにちにいたる。 こ こ で. 「展開期」 とは, 税
法の断片的整備を意味する改正がっづいた時期をさしているのに対して, 「変革期」 とは. 税法
の方向転換を意味する平成10年の法人税改正以降の時期をさしている。
もっとも. 税務会計のこうした発展に対する論者の評価は一様ではない。 と り ゎけ. 「変革期」
にあたる近年の法人税改正に対する論者の評価は. 税法の方向転換の意義の解釈をめぐって. 対
立している。 たとえば. 平川氏は, 確定決算主義の放菜を支持する観点にたって. 近年の法人税
改正にみられる方向転換を 「思想の転換」 と評するのに対して. 品川教授は, この方向変換の根
拠を疑間視する観点から. それを 「思想なき転換」 とみる。 前者は現行税法の立場を代弁してい
るのに対して. 後者は. 現行税法の立場の再検討を迫つている。 この点で, 両者の見解の相違は
決定的である。
l 2 - 34
昭和後期 ・ 、l'-成期における税務会計の発達一税務会計の展開とゅらぎ一
しかも. 居林教授による批判や武「u昌補教授による批判にみられるように. 近・年の法人税改正
に対する批判は多様である。 ちなみに. 居林教授は. 税法と企業会計との重大な乖離をもたらし
た平成l0年の法人税改正のあり方を間題とし, それを . 「公正会計処理基準」 からの通脱とみな
すのに対して. 武田教授は. 「課税ペー スを拡大しっっ税率を下げる」 との 「法人課税小委員会
報告」 の改革構想を. 独lilの立場から批判している。いずれにしても. こうした批判は, 枚 挙 に
いとまがなぃ28)。
すでに前章において指描したように. わが国税務会計は. 『シャウプ働告」 にもとづく昭和25
年の税法改正を端緒として. 近代化の道をこれまで歩んできた。 しかし. い ま . その税務会計の
針路は大き く ゅらいでいる。
【注】
l )  この点については. 1a,lfill [l998]を参照されたぃ。
2 ) 通達[ l969].
3 ) 使途秘匿金課税は. 「使途秘匯金の支出がある場合の課税の特例」 (組税特別描 l班法第62条)によって
創設されたものであり. 法人の使途秘l登金の支出に対して. 通常の法人税にくわえ. 40%の法人税を課
税するという内容のものである。 この制度の間題点について. 大江[l994]p.25は. 「一一制則的な課
税であり. 税法に倫理的な要素を持ち込むことには税の理論を進脱するものであり . これは司法の世界
で解決すべきものではないかと思われる。」 と述べている。 また. 武l日( l日l ) [2000]p.24lは. 「こ れ [ 使
途秘 l書金課税のこと: lni構注]は. 線税所得の算定の間題ではなく . 支出税というべきものです。これ
が妥当な制度かどうかにっいては. 私は疑間を持つています。」 と述べている。
4 )  税制調査会[1996]pp.22-23.なお. 「法人課税小委員会報告」 において個別的検討の対象とされた事
項は. つぎのl7項目に及んでいる。l 収益の計上基準.2 費用の計上 ・a降準.3 資産の評価. 4 減価償却.
5 繰延資産, 6 引当金等. 7 法人の経費. 8 租税特別措 i置等. 9 金機派生商品. l0 欠損金の繰越
し ・ 繰ii是し. l l  法人laj配、lli. l2 企業分割・合併等. l 3  同族会社に対する留保金3果税. l4 公益法
人等の課税対象所得の範囲. l5  保険・ ・jt-済事業の課税所得計算. l6  lfI際線税. l7  ・事業税の外形標
準課税
5 ) 税制調査会[1996]pp.23-25.
6 )  た と え ば. 「法人操税小委員会」 の委員のひとりでもあった富島教授(宮島[l994]pp.96-9 7 ) は.
つぎのように述べて. 企業会計原則 . l _の保守主義を強く批判している。
「保守主義とぃうのは二iltの意味で非対称的だと言つております。 そのlつは. 原則として費用は発生
主義. 収益は実現 1i11義とぃう大きな非対称性があります。それからもうlつは. 資産評価損にっいてだ
けはある条件を認めて低価_t義を認めている。 と こ ろ が. 評価益については取得原価主義をとるとぃう




7 )  税制調査会[l996]「「法人課税小委員会報制要旨」 より作成。
8 )  職後の企業会計と税法との関係にっいて, 品川[200l]p.69は. 「一一バプルlm職を境に. いわば
蜜月から離婚状態に移りっつあると言えます。 それぞれの会計基準も. 線税所得計算も. 調推よりむし
ろ独自の道を ・必。みかけてぃるとぃうのが. 実態であろうかと思います。」 と述べている。
9 )  退職給与引当金は. 、l'成l4年 (2002年) の改正で廃止されるにいたっている。
l0) ここで 「一定の条件」 とは. 金多生等交付の額が. 交付をうける株式等すべての資能の総細の5%未満で.
かっ. 完全親法人における完金子法人株式の受入価額が. IH株iiの細面 (株1:l;50人以上であれば. 子会
社の純資産の帳細面和i ) 以 ド で あ る こ と で あ る。
l l ) ここで 「金融商品会計基準等」 とは. ド記の基準をさしてぃる。
「企業会計基準第l0 ., 金融商品に関する会計基準」 (企業会計審識会. 平成l1年l lj22口 )




l 2) これに伴つて. 上場有価証券の評価に. 従来, 選択適用されていた低価法は. 廃止された。
l3) こ こ で「一定の条件」とは. 事業年度終「の時までの間において.へ ツ ジ対象資産等にっき識渡等がなく .
かっ. そのデリバティプ取引等が. へ ツ ジとして有効であると認められることである。
l4) 金融商品にかんする税法と企業会計の取り扱いの主な相違点としては. 償却原価法の適用対象の相通
と. 「その他の有価証券」 の評価方法の相通があげられる。 まず. 償却原価法の適用対象にっいて. 金
融商品会計基準は. それを. 満期保有目的の有価証券に限定しているのに対して. 法人税法は. それを.
売買目的外有価証券(転換社債を除く)のすべて( f資却期限および償却金額の定めのあるもの) として
い る。 一方. 「その他の有価証券」 の評価にっいて. 金融商品会計基準は時価評価を指示しているのに対
して. 法人税法は原価評価を指示している。
l5) 渡辺[2004] p . 7 l は. 「法人税の課税所得計算が. 商法および企業会計に基づいて行われることを. 広
く確定決算主義と呼ぶならば. 組織再編成の分野では. 事実上. この広義の確定決算主義が廃止された
といっても過言ではなぃでしょう。 なぜなら. 仮に商法が時価を資産の取得価額としても. 税法は. 適
結・組織再編成である限り . 薄価を取得価額とするからです。 反対に. 商法が簿価を資産の取得価額とし
ても. それが非適格組識再紹成であれば. 税法上は. 時価による取lllI となります。」 と述ぺている。
l6) ただし. 含み損益が資本等の金額の2分lまたはl000万円のいずれか少なぃ金額に満たなぃ資産にっ
いては. 評価tfi益の計上対象から除外される c.
l7) なお. 平成19年改正によって. 資本金等の額が1値 l'j以下の会社は. 留保金課税の対象から除外され
ることとなった。
l8) こ こ で 「特定事業年度」 とは. 償却中のある事業年度における残存薄価にっいて. 耐用年数経過時点
にl円まで均等償却した場合の減価償却費が. 定率法によって計算した減価償却費を上回ることとなった
場合のその事業年度をさす。
l9) ちなみに. 日本税理士連合会[2008]p. l lは. 近年の法人税改正の動向にっいて. 「……法人税制
をみると , 企業会計に平仄を合わせる税制改正が行われる一方で, 企業会計とは異なる税法独自の制度
が導入されるなど. その方向性は必ずしも定かではない。」 と述べている。
20) 「緊急座談会 課税ぺ一 スの拡大̃大蔵省法人税改革見直し案を検証」 「税理」 Vol.4l. No. l. January
l998. p. 87.
2 l )  居林[1998 ] p. l8.
22) 武m (昌) [ l 999 ]pp .2-3.
23) 武田(昌)[1999]p.3.
24) 品川[l998]p.6.
25) 税制調査会[1996] 「「法人課税小委員会報告」 要旨」 .




と考えられていたわけです。 しかし. 私は. 前述の著 ::l!l1 [「課税所得と企業利益」 (税務研究会出版局.




27) 同様の批判は. 富岡教授からもよせられている。同教授の・l比判については. 「シンポジウム 課税所得
の基本概念の探求」 , 税務研究学会組 「税務会計研究」No.8, September1997. p.l39を参照。
28) 近年の法人税改正に対する有力な批判としては. 本章ですでにとりあげた論者による批判以外に. 神





t番林[l998] ; 届一林次雄 「法人課税ペー ス拡大の間題点一税法の『企業会計原則』 への優位性からの検討一」
「税経通信』Vol.53. No.4. Aprill998. pp.l7-25.
大江[l994]:大江普也「使途秘匿金をめぐる間題」 「税研」No. 55. Mayl994. pp. l8-25.
品川[l982]:品川方宣『‘a果税所得と企業利益』税務研究会出版局. l982年。
品川 [ l998] ;品川:y「11l 「平成10年度税制改正の間題点と今後の課題一企業課税を中心として一」 『組税研究」
No. 583. May1998. pp.6- l7.
品川[200l]:品川l1'11:宣 「企業会計の変貌と税制」 「組税研究」 No.615. January200l. pp.69-83.
神野[l997]:神野直彦 「課税ペースの通正化と税率構造」 「税継通信jl Vol.52. No.l5, Novemberl997. pp.
87-9l.
高橋[l998]:高橋志期 「わが国税務会計発逮更の研究(下) 一近代税務会計の誕生と確立一」 . 東北学院大
学学術研究会 「東北学院大学論集 継済学』No.l37. Marchl998. pp.3l-69.
武田( l昌)[ l999] :武田t当輸 「課税所得は公正な会計基準から離脱すべきでなぃ」l'産業経理」 Vol.58. No.4.
October1999. pp.2-3.
武田( ,日l )[2000]:武田昌前 「法人課税の回顧と展望」 . 税務研究学会『税 ;務会計研究」 第一法規出版. No.
ll.September2000. pp. 23l-246.
武田(隆) [ l 997]:武川隆二 「法人課税の在り方」 「税経通信」 Vol.52. No.2. Februaryl997. pp.l7-24.
日本税理上速合会[20()8 ] : n本税理:t 連合会税制審識会 :'企業会計と法人税制のあり方について一平成19
年度語間に対する答中一1』2008年3月l7ll。
l;ll,l;,i [l994]:富島 洋 「税務論から見た確定決算主義と中告調維主義」 . (社)日本組税研究協会確定決算主
義研究会 「確定決算::i 義にっいての報制 (社)日本組税研究tあ会. l994. pp. 89-98.
l I l本[l997]: 山本守之 「検証 法人税改準』税務器理協会. l997年。
渡辺[2004] : 渡辺微也 「税法と商法のifll離一資本の部の取般いを中心に一」 『租税研究』No. 656. June
2004. pp.67-80.
<学会討論会 ・ 座談会記録>
「シンポジウム 課税所得の基本概念の保求」 . 税務研究学会細 「税務会計研究』No.8. September1997.
pp. l l 7-208
「緊急座談会 課税ペー スの拡大̃大蔵省法人税改革見直し案を検証」 『税理』Vol.4l. No.1. Januaryl998.
pp.56-87.
<政府税制調査会報告書>
税制調査会[1996]:税制調在会 「法人課税小委員会報 111,., l966年llJ]。
37 l 5
期t学院大学経積学發l集第172号ｫ
通通>
通達[l969]:「法人税整本通通の制定について」 (昭和44年5月1日,直審(法)25例規).
l6 38
